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別紙 1 

2017 年度 助成金交付申請書（助成契約申込書）の記載要領 

 

1. 関係資料について 

申請書類の作成の際は、下記の関係資料を必ずご確認ください。 

（1） 募集要項 

応募種別は 2 種類に分かれています。事業規模に応じて該当する種別の募集要項をご覧ください。 

① 2017 年度「広域安全事業」助成募集要項 

② 2017 年度「県域安全事業」助成募集要項 

（2） 別表「助成対象経費の基準について」 

   助成対象経費として支出される際、特にご注意いただきたい上限額等を記載しております。 

（3） 別紙「助成の条件」  

事業実施の際の遵守事項を記載しました。申請様式 1-3 の最終ページに掲載しております。 
 

2. 提出書類について 

申請書の各様式に必要事項を記載の上、添付資料を添えてご提出ください。 

3.申請書について 

文字のサイズは 10.5 ポイントにしてください。年号は、全て西暦で記載してください。 

枚数は、様式 1-1 から 1-4 のほか、別紙＜助成の条件＞を含めて 7 ページ以内に収めてください。 

4.申請書の提出期限と提出方法について 

提出期限は、募集期間最終日（2016 年 10 月 31 日）の午後 5時必着です。 

宅配便、簡易書留など配達記録が残る方法で提出してください。 

5. 照会先について 

公益財団法人日工組社会安全研究財団事務局 （安全事業助成募集係） E-mail：anzen17@syaanken.or.jp 

（1）申請書の様式…①～③・⑤はワード形式、④はエクセル形式となります。 

① 様式 1-1 助成契約申込書 （形式：MS-WORD） 

② 様式 1-2 団体概要書 （形式：MS-WORD） 

③ 様式 1-3 事業計画書 （形式：MS-WORD） 

④ 様式 1-4 収支計画書 （形式：MS-EXCEL） 

⑤ 別紙 ＜助成の条件＞：様式 1-3「事業計画書」の次ページにありますので、必ず添付してください。 
 

（2）添付資料 

① 団体概要 

（ア）定款・規約等 

（イ）役員名簿 

（ウ）登記事項証明書の謄本(現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書)の写し 

（2016 年 6 月 2日以降に発行されたもの） 

（エ）直近の予算及び決算に関連する総会や理事会等の議事録の写し 

（オ）定期刊行物（最新版） 

（カ）パンフレット・会報等 

② 団体の活動状況 

（ア）2016 年度の事業（活動）計画書 

（イ）2015 年度の事業（活動）報告書 

③ 団体の財務状況 

（ア）総会や理事会等で承認済みの 2016 年度の収支予算書又は活動予算書 

（イ）総会や理事会等で承認済みの 2015 年度の財務諸表 

（NPO 法人の場合は、収支計算書又は活動計算書、貸借対照表、財産目録） 
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＜様式 1-1 助成契約申込書＞ 

各枠内の説明に従って記載してください。 

 

 

  

   

  

  

 

 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

助成対象事業の名称を 

30 文字以内で記載して 

ください。 

上記の事業費総額のうち、助成金として申請する金

額を記載してください。 

※以下の様式の記載額と一致させてください。 

・様式 1-3「事業計画書」の助成金申請額 

・様式 1-4「収支計画書」の助成対象経費合計 

申請書類の提出日を記載し

てください。 

事業費の総額を記載してください。 

※以下の様式の記載額と一致させてください。 

・様式 1-4「収支計画書」の総額 

該当する事業種別に✓を

入れてください。 

法人印または代表者印

をご捺印ください。 
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＜様式 1-2 団体概要書＞ 

申請団体について、各項目に記載してください。（団体概要書は、２枚以内に収めてください。） 

 

 

   

   

   

  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

    

 

 

 

 

  

正会員、賛助会員な

ど会員制度があれ

ば、各々の人数・団

体数を記載してく

ださい。 
 

※記載例：正会員

（個人会員○名、法

人会員○団体） 

スタッフ（直接団体の運営・管理に常時かかわっている

方）、ボランティア（団体の活動に支援的にかかわっ

ている方）について記載してください。 

過去 3 年間の国・地方公共

団体や民間財団による助成

実績がある場合は、簡潔に

記載してください。 
 

※記載項目：年度、事業名、

団体名、金額 

過去 3 年間に当財団によ

る助成実績がある場合は

全て記載してください。 

理念等について簡潔に記

載してください。 

団体の事業内容を箇条書

きで記載してください。 

法人格の有無を記載してください。 

団体の活動状況（活動頻度、時間等）

を記載してください。 

正式名称を記載してください。 

設立年月日を記載し

てください。 

代表者の役職・氏名を記載してください。 

常時郵便物の受取が可

能な住所を記載してく

ださい。 

※都道府県は必須です。 

常時連絡可能なメー

ルアドレスを記載し

てください。 

窓口として事務を担

当される方を記載し

てください。 
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＜様式 1-2 団体概要書 （続き）＞ 

 

 

 

   

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

添付した資料の項目に✔を入れてください。 

※申請時の添付資料の詳細については、募集要項

でご確認ください。 

当該助成情報を得た媒体等について、該当する

項目に✔を入れてください。 

該当項目がない場合は、その他欄に記載してく

ださい。（複数回答可） 

団体の機関誌を作成している場合は、 

名称と発行部数、発行頻度を記載してください。 

2015 年度の決算及び

2016 年度予算計画を

記載してください。 

流動資産は NPO 法人

のみ記載してくださ

い。 

団体の広報用サイトの URL を記載し

てください。（複数記載可） 

事業年度について、該当する項目に

✔を入れてください。 
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＜様式 1-3 事業計画書＞  

事業計画について、各項目に記載してください。（事業計画書は、2枚以内に収めてください。） 

 

 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※様式1-1「助成契約申込書」に記載した名称と同じ

ものを記載してください。（30 文字以内） 

該当する区分に✓を入れてく

ださい。(複数回答可) 

※募集要項の 3（1）イをご参

照ください。 該当種別に✓を入れて

ください。 

申請額は、募集要項5に

示した範囲内で記載し

てください。 
 

※上記の金額は、次の記

載額と同一になります。 

・様式1-1「助成契約申

込書」の助成金申請額 

・様式 1-4「収支計画

書」の助成対象経費合計 

 

助成金を必要とする時期を記

載してください。 

（助成金の振込時期は、原則

として交付希望月の月末とし

ます。） 
 

※当財団が助成金交付の目安

とするものです。助成対象事

業を当財団が決定する際、具

体的に指定しますのでご承知

ください。 

事業の開始時期から終了ま

での予定期間を記載してく

ださい。 
 

※事業終了時期は、募集要項

6 に記載のとおり、2018 年

2月10日までとしています。

上記期間には当該事業に係

る支出完了日を含みますの

でご注意ください。 

事業の進行手順について、具体的なスケジュー

ルを記載してください。 

事業の概要を記載してく

ださい。 

事業の目的を簡潔に記載

してください。 

講演・研修会等の開催の有無について、該当

する欄に✓を入れ、開催する場合は、詳細を

記載してください。 

広報啓発資料作成の有無について、該当する

欄に✓を入れてください。 

作成する場合は、詳細を記載してください。 

団体名は正式名称で記載し

てください。 
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（様式1-4）

2017年度 安全事業助成

（1） 収入の部

予算額　（円） 積　算　内　訳

Ａ

 団体の自己負担金等

 助成対象外経費合計 Ｂ

   総  額 Ｃ

（２） 支出の部

予算額　（円） 積　算　内　訳

 旅費

 諸謝金

 借料

 原稿料

 消耗品費

 通信運搬費

 会議費

 印刷費

 管理費

 助成対象経費合計 Ａ

 諸謝金 上限額の超過分 ○○○円×○名

 会議費 講師昼食代 ○○○円×○名

 旅費
宿泊費上限額の超過分○○○円×○名
新幹線グリーン料金○○○円×○名

 助成対象外経費合計 Ｂ

Ｃ

助
成
対
象
外
経
費

収 支 計 画 書

１　収支計画

項　　　　　目

日工組社会安全研究財団助成金

     積算内訳等について、書き切れない事項を補足説明してください。

経費区分（費目）

日
工
組
社
会
安
全
研
究
財
団
助
成
金

(

助
成
対
象
経
費

）

助
成
対
象
外
経
費

総額

(注）（2）支出の部「助成対象経費合計」は、当財団助成金額と同一になるように計上してください。

2　経費の説明

当該事業に必要な経費を、具体的に

記載してください。

経費区分に示した内容は、参考として

記載したものです。

必要に応じて、項目の追加及び削除を

していただいて結構です。

具体的に記載してください。

例：講師謝金○○○円×○名

※管理費は、別表「助成対象経費の基

準について」の留意事項２に該当する団

体について、規定した限度で認めます。

事業全体の経費を把握するため、当

財団助成金以外の自己負担金等が

ありましたら、記載してください。

（必要があれば項目を増やしてくださ

い。）

Ａ
欄
、
Ｂ
欄
、
Ｃ
欄
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
一
の
金
額
に
な
り
ま
す
。

Ａ欄：当該事業に関する総額のうち、助成金（助成対象経費）として申請する金額を記載してください。

Ｂ欄：当該事業に関する助成対象外経費の予算額を記載してください。

Ｃ欄：当該事業に関する予算の総額（助成対象経費＋助成対象外経費）を記載してください。

＜様式 1-4 収支計画書＞  

下記の記載例を参考にしてください。 
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＜別紙 助成の条件＞ 

様式 1-3 「事業計画書」の次ページにありますので、必ず添付してください。 

 

 


